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１　設立認可

設立認可年月日
組織変更前の団体名

ふ　　り　　が　　な
日年 月

３　組織変更

３　組織の沿革２　地区の概要

設　立　形　態
月 日

１　新　　設

２　新設合併
設　立　年　月　日 年



① ②

計

（注）１　検査の前年度末現在について記入する。

　　　２　施設管理准組合員については、（　）書きで外数とする。

    年度

    年度

    年度

（注）検査の前年度（下段）から過去３年間について記入する。 （注）検査の前年度（下段）から過去３年間について記入する。

   年度

   年度

   年度

（△）　減 差 引 増 減
年度末現在

前　年　度　比
年度末現在

前　年　度　比

増 （△）　減 差 引 増 減 増

（２）年度別地区面積
（単位：ha）

（３）年度別組合員数
（単位：人）

備　　考
田

畑
そ　の　他 計

４　地区及び組合員

（１）    年度末
（単位：ha、人）

樹 園 地 樹園地以外 小　計 （％）

関係市町村名

農　　　　　用　　　　　地 ①のうち農
業振興地域

②／①
組 合 員 数

准組合員
（施設管理准組

合員）



人 人 年 月 日 年 月 日 年 月 日 年 月 日

（１）理　事

（２）監　事

５　総　代

６　役　員

定　数

現　員

前任者の任期満了

人

員外

総代の数

定　数 現　員

人
年 月 日 月 日人

人

員内

備　　考
当 選 人

(被選任者)
の 公 告

任　　　期

就　　任 満　　了

総選挙(選任)
執　　　　行

人
員内

員外

人

任　　　　期

就　　任 満　　了
備　　考

月 日年

前任者の任期満了 総選挙執行

就退任公告

年月 日年 月 日年月 日

定　数 人
員内 人

員外 人
前任者の任期満了

総選挙(選任)
任　　　期 当 選 人

(被選任者)
の 公 告

年

就退任公告 備　　考
執　　　　行 就　　任 満　　了

年 月 日 月 日年月 日 月現　員 人
員内 人

年月 日年

員外 人
年 日年月 日



（３）役員名簿

（注）

（年齢は　年　月　日現在）

役職名
常勤・
非常勤
の別

員内・
員外の

別
氏　　名 年齢 就任年月日 任期数 ○印 ☆印 担当業務 主な兼職等

１　役職名欄は、現役職（理事長、副理事長、常務理事、理事、総括監事、監事等）を記入する。

２　就任年月日欄及び任期数欄は、現役職となった就任年月日及びその任期数（○期目）を記入する。

３　総代を兼ねている者には○印欄に○を、耕作又は養畜の業務を営む者には☆印欄に☆を付す。



（注）法律に基づく資格を取得している者は、備考欄にその名称（例：土地改良換地士）を記入する。

（単位：人）

厚生年金
加入有無

年収額(諸手当を含む) 職　　　名

計 備　　考

備　　　考

（注）女性は内数で上段に（　　）書きする。

（２）職員名簿

７　職　員

氏　　名 年　齢 採用年月
辞令交付
有 　 無

事　　務 技　　術 その他

（１）設置状況



(例）

総括監事 理　事　長

監事 理事

監 事 会 理 事 会

○○担当理事

○○担当理事

○○担当理事

○○担当理事

○○担当理事

○○担当理事
○○担当理事

○○課 ○○係

○○課 ○○係

○○係

事務局長

委員会

組 合 員

委員会

委員会

事務局

役　　　　　　　員

委員会

委員会

８　組織機構図（事務局機構図）

委員会

総代会で役員を選挙

委員会

総代を選挙で選出する

総 代 会



召集通知 開　　催 出席率 召集通知 開　　催 出席率

年 月 日 年 月 日 現　員 出席者 （％） 年 月 日 年 月 日 現　員 出席者 （％）

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

９　会　議

（注）検査対象期間に開催されたものを記入する。

（１）総代会 （２）理事会

総代数（人）
議長氏名 備　考

理事数（人） 監事の出席
者数（人）

備　考



召集通知 開　　催 出席率 委員会 召集通知 開　　催
年 月 日 年 月 日 現　員 出席者 （％） 等　名 年 月 日 年 月 日 現　員 出席者 理事 監事 その他

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

備　考

（４）その他の委員会

委員数（人） 委員以外の出席者数(人）

（注）各委員会ごとに記入する。（３）監事会

監事数（人） 理事の出席
者数（人）



１０　監　査

（注）検査対象期間に実施されたものを記入する。

実施通知 監査実施

年 月 日 年 月 日 現 員 出席者
主 な 指 摘 事 項

監事の数(人)
主 な 監 査 事 項

監査に
要した
時  間



１１　組合員の賦課徴収状況

（１）経常賦課金　　（土地改良区の事務運営費及び維持管理費に係る賦課金等) (単位:千円)

未収額

賦課面積 １０a当たり 賦課調定額 徴 収 額 ②/① 小計 （②+③） ④/①

(ha） 賦課金(円) ① ② （％） ③ ④ （％）

年度

年度

年度

年度

年度

（２）特別賦課金　　（国営事業負担金、都道府県営事業分担金、公庫等償還金、土地改良区営事業費に係る賦課金等) (単位:千円)

未収額

賦課面積 １０a当たり 賦課調定額 徴 収 額 ②/① 小計 （②+③） ④/①

(ha） 賦課金(円) ① ② （％） ③ ④ （％）

年度

年度

年度

年度

年度

（注）　1 検査の前年度から過去５年間の賦課徴収状況を経常賦課金と特別賦課金に区分して作成する。

  2 賦課年度欄には検査の前年度（下段）から過去５年間について記入する。

  3 翌年度以降徴収額欄には検査の前年度（右側）から過去４年間について記入する。

  年度 ①－④

賦 課 賦課調定 当該年度徴収 翌年度以降徴収額 徴収済額

年 度
  年度   年度   年度

  年度 ①－④

計

賦 課 賦課調定 当該年度徴収 翌年度以降徴収額 徴収済額

計

年 度
  年度   年度   年度



決済件数（件） 同左面積（ｈａ） 同左金額（千円） １０ａ当たり金額（円）

年度

年度

年度

１２　農地転用及び決済金徴収状況

（注）検査の前年度（下段）から過去３年間の実績を記入する。

年　　度

農地転用があっても決済金を徴収しない場合の理由

計

決済金の算定基礎（別紙として添付することも差し支えない）



種　　　類

用　　　水

(畑かんを除く)

農業用ため池
（特定農業用ため池を除く）

畑　か　ん

農　　　道

施 設 名

ダ　ム

た
め
池

特定農業用ため池

頭首工

揚水機

樋　門

水　路

揚水機

樋　門

水　路

その他

揚水機

管 理 費
負担方法

施　設　数 管理方法造成主体

１３　土地改良施設の維持管理の状況

㎞

箇所

㎞

箇所

そ　の　他

箇所

箇所、台

単　　位

箇所

箇所その他のため池

箇所

箇所

排　　　水

㎞

箇所、台

箇所、台

㎞

その他

水　路

その他

農　道



１　造成主体は、①国、②公団、③都道府県、④市町村、⑤土地改良

　区、⑥その他の別により、該当する番号を記入する。

２　それぞれの施設について、管理方法及び管理費負担方法について、

　各々該当するものを下記の①～⑧の方法から１つを選び、その番号

　を記入する。

　　なお、外部団体とは、関係土地改良区、集落、集落以下の地元申

　合せ管理組合等当該土地改良区が設置した維持管理組織以外をいう。

（１）管理方法

　　①全て本土地改良区が直轄管理している。

　　②一部（基幹施設）は本土地改良区が直轄管理し、その他は外部

　　　団体が管理している。

　　③全て外部団体が管理している。

　　④一部（基幹施設）は本土地改良区が直轄管理し、その他は市町

　　　村が管理している。

　　⑤本土地改良区が管理せず、外部団体と市町村が管理している。

　　⑥一部（基幹施設）は本土地改良区が直轄管理し、その他は外部

　　　団体と市町村が管理している。

　　⑦全て市町村が管理している。

　　⑧その他

（２）管理費負担方法

　　①全て本土地改良区が負担している。

　　②一部は本土地改良区が負担し、一部は外部団体が負担している。

　　③全て外部団体が負担している。

　　④一部は本土地改良区が負担し、一部は市町村が負担している。

　　⑤本土地改良区が負担せず、外部団体と市町村が負担している。

　　⑥一部は本土地改良区が負担し、一部は外部団体と市町村が負担

　　　している。

　　⑦全て市町村が負担している。

　　⑧その他

３　ため池については、次のとおり区分する。

　・農業用ため池：農業用ため池の管理及び保全に関する法律（平成

　　31年法律第17号）第２条第１項に規定するため池をいう。

　・特定農業用ため池：農業用ため池のうち、同法第７条第１項によ

　　り都道府県知事が指定したため池をいう。　
　・その他のため池：農業用ため池（特定農業用ため池を含む。）以

　　外のため池（堤体がない掘込式や取水設備のないもの。）をいう。

(注)



１４　添付資料

(1) 定款、規約、その他の諸規程類

(2) 事業計画、収支予算書

　検査基準日の属する年度の前年度から当該年度までのものを添付する。
　なお、総会（総代会）の議案書からの抜粋ではなく、議案書そのものを提出する。

(3) 決算関係書類

　検査基準日の属する年度の前年度から当該年度までのもの（総会（総代会）の承認未了のときは、仮事業報告書、仮貸借
対照表、仮収支決算書及び仮財産目録）を添付する。
　なお、総会（総代会）の議案書からの抜粋ではなく、議案書そのものを提出する。

(4) 土地改良区概要図

　土地改良区の区域、主な用排水系統及び土地改良施設、事業の実施状況等を記入した概要図を添付する。

(5) 前回検査の際の指摘事項の改善状況

　別紙１により作成し、添付する。

(6) 重複、重畳土地改良区の概要

　別紙２により作成し、添付する。

(7) その他参考となる資料

① 　定款で土地改良施設の維持管理を土地改良区の事業として定めている場合にあっては、土地改良法の手続を了した土地改
良事業計画書（維持管理計画書）、土地改良施設の管理規程の写しを添付する。

② 　情報通信環境整備事業又は連携管理保全事業を実施している場合にあっては、その実施している事業の計画の写しを添付
する。

③ 　そのほか、土地改良区の業務運営状況等を説明する際に、参考となる資料があれば適宜添付する。



（別紙１）

検査年月日 ～ 年　　月　　日

検査権者

年　　月　　日

年　　月　　日

（注）

上記事項に対する土地改良区の報告（回答）年月日

前 回 検 査 の 際 の 指 摘 事 項 の 改 善 状 況

前回検査
年　　月　　日

検査結果（指摘事項）の通知年月日

指　　摘　　事　　項 現時点における指摘事項に対する改善措置の状況

１　検査権者欄は、農林水産省、内閣府沖縄総合事務局、都道府県の別を記載する。

２　指摘事項欄は、前回検査の際の指摘事項のすべてについて記載する。

３　指摘事項に対する改善措置の状況欄は、具体的に記載し、措置しなかった場合は措置せずと記載し、その理由を記述する。



（別紙２）

理事 監事

（注）

２　重複、重畳関係欄の役員就任数は、検査対象土地改良区の役員（理事、監事）が、重複、重畳土地改良区の役員に就任
　している場合に、その数を記入する。

重複、重畳土地改良区の概要

重複、重畳（検査対象土地改良区関係）

重複、重
畳してい
る面積
（約 ha）

同左の組
合員数
（人）

重複、重畳土地改良区
の役員就任数（人）

その他参
考となる
事項

１　重複、重畳関係にある区域、用排水路の位置を図示した図面を添付すること。

重複、重畳して
いる土地改良区
の名称（ふりがな）

設立認可
年月日

新設・新
設合併・
組織変更
の別

地区面積
（ha）

組合員数
（人）

主な事業名
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